
































計処理方法はパーチェス法に統一され,の れんの非償却 と減損テス トという従来 とは全 く異なる基準








年にわた り規則的償却法が採用されてきた。これに対 して減損テス トを導入したことは,と りわけ米
国において,規 則的配分計算による収益 と費用 との対応を重視するフロー計算思考からス トック計算
思考へ という会計観の転換の現れであると捉え られる。そこで本稿では,ま ず,無 形資産 との係 りか
らのれんの概念の整理が試みられた米国での議論展開を検討し,のれんの概念の精緻化が後の減損処
理の導入の基礎 となっていることを示す。そして,米 国における減損処理の論拠について検討 し,さ
らには,自 己創設のれんの計上について2つ の会計観を軸 として考察 してい くことにする。
2.の れんの概念
(1)差額説か ら構成要素への分解
のれんの償却 の是 非 を問 う前 に まずの れんの本質 について触 れてお く必要 があ る。APB意 見書第
16号「企業結合」(AccountingPrincipleBoardNo.16,BusinessCombinations,以下,APB16と呼
ぶ)の 設 定か らのれんは,「差額」 として捉 え られて きていた。 のれん とは,「企 業結合時 に取得企業
に よる被取得企業の支払い対価が被取得企業の資産か ら引 き継 いだ負債を差引いた純資産額 を超過 し
た場合 の差額 」 として認識 される(SFAS141,para.43)。また,IASBに よれば,「のれ んは企業結
合に おいて被取得企 業の資産 ・負債及 び偶 発負債の公正価値 を超 過 して支払 った額 」 とし,「個別 に
認識 し区分 して認識す るこ とので きない資産か ら生 じる将 来の経済的便益」であ る と定義 されている
(ED3,paras.50-51)。ところが従来,単 に 「差額」 として捉 え られて きた のれ んは,今 日では さ ら










現行ののれんの減損処理に辿 り着 く過程 として1990年代におけるのれんの概念及び無形資産に関す




益を生み出すもの とし,したがって企業価値は,そ れらの純資産の公正価値を超過するもの と捉え
た。そのうえで,の れんは,自 己創設のれん(g)と被取得企業が独立実体として影響を継続させる
と期待される場合の買収によって生 じたのれん(G1),被取得企業の業務が全体的もしくは部分的に
グループに統合 された場合の買収によって生 じたのれん(G2)の3つ に分け られると述べている
(RonaldandMa〔1988]pp.77-78)。そこでは,買 入のれん(G1)は,購入価格から被取得企業の公
正価値を差引いてもとめ られる。自己創設のれん(g)については,被 取得企業が継続した場合の期















生 じたシナジー利益の現在価値,③ 拡大 したグループとしての結合後企業 とその環境の相互作用から生 じたシ
ナジー利益の現在価値。





える議論 もみられた(Michael[1992])。そもそも無形資産は,法 的権利(例 えば,著 作権や商標権)





を調査 し,ま とめている点にある。それによれば,1969年(APB17公表の前年)か ら1989年の20年
間で,無 形資産の総額は$19.4ミリオンから$578.4ミリオンへと増加 したことが示されている。その
他にもBala[1996]は,米国企業の財務諸表におけるのれんの影響額の増大について指摘している。






さ らに,無 形資産の貸借対照表 における開示問題 に統計的理論を用いて取組んだAllan.et.al
[1993]の研究は示唆に富むものである。Allan.et.alは,企業における経済的価値 としての無形資
産の重要性の増大 と会計理論における数値測定の不一致の状況に問題を提示 している。経営管理上,
無形資産の認識が高まるなかで,二 つの利益観,す なわち収益費用観(T理 論)と 資産負債観(V
理論)の 双方を用いてもこの問題は十分には解決されてこなかった と指摘 している。その結果以下の
ような問題点が生 じていると述べている(Allan.et.al[1993]pp.141-142)。
第一に,の れん及び公正価値の定義に関する問題である。先のT理 論(差 額概念による定義)や
V理 論(超 過収益獲得潜在力 としての定義)に よってのれんは定義付けされるわけであるが,実 務
的には十分な評価手続を有 していないために,用語 と実務的処理の間の首尾一貫性が欠如 していると
述べる。第二に,種 々ののれんと識別可能な無形資産 との区別の問題を指摘 している。配分の問題 と
経済的な会計モデルは,V理 論によって無形資産のコス トを分離することを正当化する可能性を示
している。したがって,配 分の問題を回避し,のれんと識別可能な無形資産の相違点を認識 し,様 々
な種類ののれん間の関係を適切にするようなアプローチ法が必要 とされていると指摘する。第三に,
資産化,償却,そ して評価に関連しての実務的慣習に対する理論的指標の欠如の問題を挙げている。
6例えばFalkandGordon[1977]によってのれんは具体的項 目,要素Aか ら要素Dに 分けられている。要素
A:短期のキャッシュ ・フローを増茄させ るものとして,資 金の増加,現 金の戻入れ,低 コス トの資金調達な
どが挙げられている。要素B:安 定性,要 素C=人 材的要因,要 素D:特 権的地位に分類されている。
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無形資産を資産化するか否か,い かに償却するか,償却期間はいかにすべ きか,「純残高表」 として
の貸借対照表の価値をいかに実証するかなどの重要な実務の問題を取扱った指標が欠如していると述
べる。そこでまず,こ れ らに対する理論的な指標が不可欠であると述べる。これ らの問題点を指摘 し
たうえで,統計的取引理論(StatisticalTransactionsTheory,以下,ST理論 と呼ぶ)を 用いてこれ





れんは,企業全体の公正価値 と個々の構成要素の公正価値 との差額 として明確に定義される。また,
のれんと識別可能無形資産,そ の他の様々なタイプののれん との関係については,特 に,識別可能資
産(特 許権,商 標権,研 究開発資産など)と シナジーに基づ くのれんとを分類してお り,両者を明確
に区別すべきことが提示された点は興味深い。また,償 却については,無 形資産支出は通常,特定の








そして,現 在の分類 とほぼ同様の6つ の構成要素を示 した。そして,コ アのれん(coregoodwill)
と呼ばれるもの こそがのれんの本質であると結論付けた。 さらに,こ のコアのれんが資産の定義
に適合するものであり,分 離可能性については検討の余地は残 されてはいるものの経済的便益を
有する点についての言及がみられる(ToddandPetrone[1998]pp.295-297)。この考え方はそ











はな く,被取得企業がその純資産について認識 しなかった利益を反映したものである。そ して,②
は,個別の資産 として認識されるであろう無形資産を意味している。③ と④がコアのれんと呼ばれる。
③は,被 取得企業に関連するものである。継続企業要素 とは,既 存のビジネスが生む高い収益力であ
り,被取得企業の資産の集合による超過額を反映したものである。それは結合前に被取得企業におい
てすでに内部創設されたのれんを意味している。たとえば,市場の不完全性や法的な又は取引費用に
起因する潜在的な競争相手の市場参入を遮 り,独占的な利益を獲得する力である。④は,取 得企業 と




表 している。 これ らの うち①,②,⑤ の要 素はで きるだけ排 除す るこ とが求め られて いる
(SFAS141,BC102-106)。
しかし,実務面からみた場合,の れんの計上 に際し構成要素の分析を厳密に行おうとすると困難が
生じる。第一に,シ ナジー効果 という言葉の暖昧さについての指摘がみ られる。藤田(藤 田[2001]




点を多 く含んでいることを指摘している(藤 田[2001]p.143)。すなわち,買 収にあたっては,た
とえば,リ ース契約,長 期未履行契約や納入済み製品に係わる性能保証,労 働組合 とのコミットメン
トなど買収後の業績予想に少なからず影響を及ぼす可能性のある 「隠れ債務」をすべて洗い出す必要
から資産 ・負債のデュー ・デリジェンス(精査)の 必要がある。そして,将来性分析についてもいろ
いろな分析手法が開発されているが所詮 「予想」であると述べる。最終的に買収価額は交渉で決定さ
れ,競争入札 となれば相手の出方次第で高額のプレミアムがつくことになる。結果的には,デ ュー ・
デリジェンスの結果や将来性分析から乖離 した部分が発生することは珍しくない。従来,こ れらの乖
離額はのれんに含められ規則的に償却されていたが,ED2001によれば,特 別損益 とされる。 これに
より最後の決断に従来以上に大 きな負担 ・重圧がかけられることになる。また,そ れ以上に問題 とな
るのは,将来性分析が 「予想」 と 「仮定」に基づくものである以上,構 成要素の分析の③ と④のコア
のれん と⑤ と⑥の評価エラーや見積もり間違い との境界線は紙一重であると指摘 している(藤 田
[2001]pp.143-144)。
1990年代か らの企業における無形資産 とのれんの数値の増大は,企 業の財務報告の意味,と りわ
一128一
け貸借対照表における財務報告の在 り方を探 る契機となった。無形資産 とのれんをいかに処理すぺき
かという問題は常に同時に取扱われてきた問題であった。最終的には,無形資産 とのれんは,一 方は
償却の対象 となり,他方は減損の対象 という全 く異なる処理が採用される結果となった。 この結果に
辿 りつ くまでには,経 済学的または統計学的なモデル(前述したST理 論など)の発達が必要とされ,








(1)のれんの処理 に関す る4つ のアプ ローチ法
ここでは,の れんの減損処理 が採用 され ること とな った論拠 について検討 してい く。結論 か ら述べ
れば,の れん は償却 をせず減損処理を行 うこ とが世界的な趨勢 とな ってい る。改訂 前の国際会計基準
第22号 「企 業結合会計」(InternationalAccountingStandardNo.22,AccountingforBusinessCombi-
nations,以下,IAS22と呼 ぶ)で は,の れ んの20年償却 と減 損処理の併用 を規定 していた が,2003
年 公表の公開 草案 第3号 では,の れ んの償 却は廃 止され減損処 理のみの適 用 とな った。 また,米 国
においても同様 に,APB意 見 書第17号 「無形資産」(AccountingPrincipleBoardNo.17,Intangible
Assets,以下,APB17と呼ぶ)で は40年償却 が規定 されていたが,1999年公開草案(以 下,ED1999
と呼ぶ)で は20年にわた る償 却処理 が提示 され,そ の後SFAS142では償却 を廃止 す る こと とな っ
た8。
そ こで,な ぜの れんに ついて償却 を行 わな いのか,減 損処理 を採 用す るに至 ったのかその論拠 を















FASBは当該プロジ ェク トに取組んだ当初②のアプローチを採用 していた。これは,の れんの一
部は償却 し一部は非償却 とする方法である。つまり,少な くとものれんの一部は非減耗資産(non-
wastingasset)であ り,不確定の耐用年数を有するもの と捉えていた。FASBは,認識 したのれん











ただし,当該アプローチは次のような問題点があった。第一 に,「見分け られる要素」を識別 し,
その要素にプレミアムを配分する際に,多 くの主観的判断を含んでいる点である。また,耐 用年数の
決定に当たっても主観的判断が介入する。審議会は1998年に当該アプローチの実務的な適用可能性








に,のれんは消費され,内 部で生成したのれんに置き換えられる資産であ り,取得 したのれんはそれ
ゆえ償却するべきであるとされる。償却を行わなければ 自己創設のれんを計上することとな り自己創
設のれんの計上を否定 していたFASBの姿勢に反することとなる。そ して第三に,そ もそ ものれん












となった。ED1999においては,前 述の とお り,のれんとして認識されたものの少なくとも一部は,
概念的には企業が継続する限 りにおいては価値が減少しないまま不確定の耐用年数を有するものが存
在 する と指摘 している。あ くまでFASBは,② の アプ ローチに固執 したのである(SFAS142,
BC82)10。のれんの一部を減耗資産,一 部を非減耗資産 とする捉え方の理論 と実務的適用可能性のは
ざ間にFASBは陥ることになった。その問題に対 し一つの解決の道 となったのが,無 形資産の識別
要件の設定である。すなわち,の れんからその他の無形資産 として識別できるものを極力分離 し,純
然たるのれんの部分を限定することで減耗部分と非減耗部分とを分離 しようと考えたわけである。そ





被取得企業から分離または分割,売 却,移 転,ラ イセンスの付与,賃 貸,ま たは,交 換可能であ
る場合にのみのれん とは別の資産 として認識しなければならない(分 離可能性規準)。
ED1999では,FASBは「のれんの見分けられる要素」アプローチを採用していた。その後,議 論




















次 にのれ んの具体的 な減損処理 をみて い くこ とにす る。米国 におけ るの れんの減損処理 に関す る会
計基準 としては,1995年に財務会計基準書第121号「長期性資産の減損 お よび処分予定 長期性資産 の
会計処理」(StatementofFinancialAccountingStandardsNo.121,AccountingfortheImpαirmentOf
long-LivedAssetsandforLong-LivedAssetstoBeI)isposedOf,以下,SFAS121と呼ぶ)が 公表 され,
2001年の公 開草案 「企 業結合 お よび無 形 資産一 のれん の会計 」 を経 て,SFAS142が公表 された。
SFAS142では,固 定資産 とのれんの減損 を分離 して全 く別 の減損 テス トが規定 された点 に大 きな特
徴 がみ られ る。 そ こでは,の れんの減損 テス トを行 う時点 において企業結 合が生 じた もの と仮定 して
のれんの額 を算定 する ことになる。
SFAS142によれば,の れ んに減損が生 じてい るか どうかを認識 す るために二段階 のテス トが行な
われる。第一段階 では,の れんを含む帳簿価額 とレポー ティング ・ユ ニ ッ トの公正価値 を比較 す る。
レポー テ ィング ・ユ ニ ッ トとは,事 業セ グメン トと同一又は事業セグ メン トよ り細かな報告単位 の水
準 に よる とされ る(SFAS142,para.30)。そ して,の れんの帳 簿価額 〉レポーテ ィング ・ユニ ッ ト
の公正 価値 であ るな らば,減 損 テス トは第二 段階 に進 む(SFAS142,para.19)。第二 段階 では,レ
ポー テ ィン グ ・ユニ ッ トにおけ るの れんの推定 価値(impliedfarevalue)とそのの れんの帳 簿価額
とを比較す る。のれんの帳簿価額 〉のれんの推定価値 となってい るな らば,そ の差額 を減損損失 とし
llSFAS141,A,para.14では の れ ん とし て特 別 に計 上 さ れ る無 形 資 産 の 例 示 が な さ れ て い る 。 さ らに,Michael.
et.a1[2002]p.21によれ ば,識 別 可能 及 び分 離 可能 で耐 用 年 数 を有 す る無 形 資産 の 例 が詳 細 に 示 さ れ て い る。
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て認識 する ことになる(SFAS142,para.20)。のれんの推定 価値 は,企 業の取 得 に際 してのれ んを
認識 す る方法 と同一 の方法 に よって認識 する ことにな る。 すなわち,レ ポーテ ィソグ ・ユニ ッ ト全体
の公正価値 を見積 り,そ の額 か ら当該企業の資産 ・負債(未 認識 の無形 資産 を含 む)を 控除 して残余
として算定す る(SFAS142,para.21)。以下では設例 によって説明 しよう。
【設例】
第一段階:減 損の認識
X社 のレポ ーテ ィング ・ユニ ッ トの ×2年12月31日の帳簿価額 お よび ×2年12月31日の公正価値 は
以下 に示す通 りであ った。
これによる と,レ ポー ティング ・ユニ ットの帳簿価額$187,613,000>公正価値$163,000,000とな っ
て いるため減損テス トの第二段階へ と進む こ とにな る。
第二段階:の れんの減損額は次の ように求め られ る。
のれんの帳簿価額$62,050,000一のれんの推定価値$39,430,000=減損額$22,620,000











土地 ・建物 21,687,000 23,000,000
機械装置(純額) 16,216,000 19,000,000
有形資産合計額 37,903,00042,000,000
ソ フ トウ ェア 5,300,000 7,810,000






のれん(労 働力集合を含む) 62,050,000 39,430,000
資産合計額 $187,613,000$163,000,000
[出所]=Michaelet.al[2002]p.112の図 を一 部 修 正 し た。
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以上で示したように,の れんの減損テス トに際しては,企 業結合と同様に企業(レ ポーティング ・
ユニ ット)全体の公正価値を見積もり,そこか ら個々の資産 ・負債の公正価値を差引 くという手続が








会計全体に対 して従来の配分を重視する思考からス トック価値を重視 した公正価値会計に注 目が集ま
るようになるにつれ,の れんについてもこのような視点から捉える見方が強まっていった。
梅原(梅 原[2001]p.13)は,公正価値を重視する観点から配分概念の有する問題について以下





疑問である。FASBが償却処理を採用 した場合の最大の問題点はこの点にあった といえる。 つま
り,未償却原価は,何 の意味も有していない ということである13。










また,今福,田 中(今 福,田 中[2001]p.74)は,現在の経営環境の変化から配分思考の限界を
指摘 している。「最近のような経営環境が急速に変化する時代にあっては,た えず見積もりを見直す
必要があり,見積 もりの修正が常態化 しつつある。このような状況の下では,あ らかじめ計画された









配分思考から減損思考,つ ま り,フロー計算重視からス トック価値重視へと視点の転換を促す要因
はこればかりではない。 とりわけ,米 国においては,投 資家への適切な情報開示の点から減損会計を
捉えており,SFAS142が財務諸表に及ぼす影響についての検討がなされている。それ らに共通する
のは,財務報告の改善 という視点である。MarcandCecily(MarcandCecily[2003]p.29)によれ
ば,の れんの非償却 と減損処理によって①貸借対照表は,の れんの残存する価値のより良い指標 とな








よるのれんの償却は経済的事実を反映せず,有 用な情報提供 とはならない とされていた。
そしてさらに,財 務報告の意味を問い直そうとする視点の背後には,今 日における公正価値に基づ
いた会計の発達が存在 している。会計測定に企業評価の手法を用いることは,数 値の信頼性 と客観性
の観点から懐疑的な態度が とられてきた。 しかし,企業評価 という技法は,SFAS141及び142の公表
14ブラック・ショールズモデルとは,オプションの理論価格を算定する公式である。ブラック'シ ョールズモデ







うな開示をね らいとす るさらなる会計基準の設定によって続いてい くことになるだろう」(Martin
[2003]p.59)という指摘は,米 国における当該基準の有する意義を端的に示 している。さらに,
Martinの指摘は,我 が国と米国の依拠する会計観の相違を示すもの となっている。アナ リス トは,
すでに起 こってしまった事象ではな く,将来期待される事象に焦点を当てた財務情報を求めている点
が示 されている。そこでは価値 に基づ く情報が必要 とされるが,信頼性を有 し,かつ確実性のあるモ
デルはいまだ十分には開発されていない。だが,ブ ラ ック ・シ ョールズモデル14を基礎 とした リア
ル ・オプシ ョンモデルの開発など,測定モデルの開発も目覚ましい。米国におけるこのような動向は,
GAAPやFASBなどが公正価値 に基づ く貸借対照表へと向かって動いていることを示 してお り,企
業評価が求められる側面はますます拡大するであろうと指摘する(Martin[2003]p.59)。









企業の買収の際に生 じる超過収益力たる買入のれんは,一 般に無限には継続しないもの と考えられ
ていることから,時の経過に伴い価値は減少 していく。そのため,の れんの簿価が減少 しないという














え方 とも整合する。FASB自身 もその考え方を明示 している。すなわち,「受入 られる減損テス ト・
は,買 入のれんだけでな くのれん全体に基づいて開発されなければならず,ま た,公 正価値に基づい
た減損テス トと組合されたのれんの非償却は,よ り表現の忠実性を高め,意 思決定に有用な情報 とな
るだろう」と述べており(SFAS142,BC92),自己創設のれんの計上に積極的であるとも見て取れる。
そもそも減損会計 と測定属性を考えてい くうえで会計観の問題が鍵 となる。 自己創設のれんの計上
が禁止されているのは,現在の会計が取得原価会計に依拠 しているためである。取得原価会計は,実













取得原価会計によれば,資 産 とは取得原価を有することが必要 となり,経済的資源は必ずしも資産
とは成 り得ない。なぜな ら,取得原価会計のもとでは,資産計上の要件 として過去の貨幣支出との関
連付けが重視されるためである。そのため,と りわけブラン ドのような原価を伴わない自己創設無形
資産に資産計上の道はないのである。
これに対 して,現 在価値会計では,期 首 と期末におけるス トック価値を計算できれば よい とされ
る。現在価値会計に基づいて貸借対照表を作成する場合には,こ の現在価値をもたらした経済的資源
を勘定で表現することが必要 となる。現在価値会計によれば,資 産 として計上するために必ずしも支








・ ここでは,資本設備やブラン ドを売却価値で測定し,それを企業全体の現在価値から差引 くことに
より残額としてのれんの計上額を求めることができる。こののれんは,売 却価値の単純な総和以上の
価値を表したものであ り,複数の経済的資源の組合せから生じたシナジーを表している。つまり,の
れんは,「コアのれん+そ の他の無形資産+買 収プレミアム」 ということになる。
会計の目的を受託責任解明に求めるならば取得原価会計に意義がある。しかし,情報提供機能が重
視される現在の会計思考のなかにあっては未償却原価の意味はすでに薄 くなっていると思われる。現
在価値会計における測定属性に主観性が介在することは先に指摘した とお りであるが,投 資に有用な
情報を求めるのであれば価値情報 としてののれんの数値の方がより有用であると思われる。
ただし,その場合はのれんの測定の客観性,信 頼性に関するさらなる検討が課題 として残されてい
る。多 くの課題が残 されてはいるものの,こ れを認識 したうえであえてFASBやIASBが減損規定
を採用した背景には,ス トック価値を重視する思考が進行していることを示唆するものではなかろう
か。ス トック価値を重視 し,自己創設のれんの計上を積極的に認める姿勢は,IASBの規定において
もみ られる。この傾向は,企 業結合の第二段階で全部のれんを計上する提案において顕著 となってい
ると万代は指摘する(万 代[2003]p.85)。すなわち,従 来のれんは持株割合に応 じた部分のみを計
上していたのであるが,これを支配獲得時におけるのれん総額(少 数株主持分に対応する額を含む)
を認識する方法に改訂しようとする動きがみられる。つま り,のれんは取得 日時点の被取得企業の公
正価値の総額(純 資産の公正価値総額)か ら識別可能純資産を控除した差額 として算出する。のれん
は,積 極的に資産の定義を満たす もの と考えていることから,企業結合を通 じて取得企業が獲得 した
支配下にあるのれんを含む資産はその所有主持分にかかわらずすべてその総額で表示することが利用




本稿では,米 国におけるのれんの減損処理の採用の論拠 について2つ の会計観を軸 として検討す
ることを課題 とした。そこでまず,の れんの概念の精緻化に関する米国の理論展開を考察した。のれ




識される。のれん以外の資産に適用される認識 ・測定原則は,の れんも資産 として認識されることから同様に
適用されることになる。
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して,現在のSFAS142が示すような6つ の構成要素へ と整理されることとなった。 この概念の整理
は,の れんをいかに処理すべきであるかという問題に対する結論を出す基礎 となった。FASBが減
損処理を採用する際に,のれんの内容を減耗性のもの と非減耗性のものに分離し,で きる限 りのれん
として計上される金額を純化することが図られた点を示した。そのためには,のれんと識別可能なそ
の他の無形資産を分離する必要があった。そこで用いられたのが,法 的規準 と分離可能性規準であっ








とされる。 また,ス トック価値を重視する視点は,今 日における価値測定の手法の開発 と当該数値の
財務諸表への計上の問題 という新たな問題への取 りみを生じさせることとなっている。
配分思考からス トック価値重視への思考の転換は,自 己創設のれんの捉え方に関してより顕著 とな
った。減損処理の際には自己創設のれんの計上が問題 となるが,ス トック価値を重視する公正価値会





会計機能の役割 と会計観の相違はのれんの処理に関 して日本 と米国において大きな差異を生み出し
た。実行可能性や客観性の点で評価を取 り巻 く問題は多 く残されているが,貸 借対照表を中心 とする
ス トック価値の視点は今後さらに重要性を増してい くと思われる。
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